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日本企業による海外研究所設置
—その目的，方法，背景＿
広田俊郎
I 序
現代企業は，様々な不確実性に対処しながら，その製品・サービスの提供
を安定的に行うという使命を担っている。企業が対応しなければならない不
確実性の中でも特に重要なものの一つに科学技術知識の変化と進展とがあ
る。一般的に言って，組織は，不確実性に対処することが可能になる知識が
得られるように活動の組織化を行う！）。 たとえば，多くの日本企業が，海外
調査のため人員を派遣したり， 外国の大学に委託研究を依頼したりするの
は，情報不足からリスクを招いてしまうことを避けるためである。そのため
技術革新がますます激化してきた近年になって各企業は，外国人研究者を雇
用したり，海外研究所を設立したりすること，などにも着手し始めている。
このように企業にとっての最大の不確実性の一つである科学技術の進展に対
して，現代企業は研究開発活動を様々な方法を用いて国際化することによっ
て不確実性への対処を図ろうとしてきたのである。
ところで，このような研究開発活動の国際化は，その目的と態様に関して
本研究は，平成2年度関西大学商学部共同研究費にもとづく研究の成果である。筆者
の共同研究における研究テーマは， 「グローバリゼーションと経営戦略の新展開」であ
った。
1) Stinchcombe(1990)は，組織の様々な局面において，それぞれに固有の不確実性
があり， その不確実性に対応できる特有の情報処理構造が必要となるが， この必
要性に応える形で，組織の情報処理構造が生み出されていく傾向があると述べてい
る。 Stinchcombe(1990), pp. 5-7参照。
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いくつかのクラスに分類できるであろう。すなわち，目的別には，技術知識
吸収を目的とするもの，技術知識移転を目的とするもの，さらには技術知識
創造を目的とするものとに区分できる 2)。 また，態様別には，本国に拠点を
置いて諸外国と交流を通じて行う交流型と，諸外国に定着して国際化を推進
する定着型とに区分できる 3)。 ただし，交流型には散発的に行うものと，恒
常的に行うものとがあるだろう。たとえば技術導入は，散発交流型の技術知
識吸収行動であり，シンポジウムや学会における交流は，散発交流型の技術
知識吸収・創造行動である。また，研修生の受け入れは，恒常交流型の技術
知識移転を目的とする行動であると言え，技術者研究留学派遣は，定着型の
技術知識吸収を目的とする行動であると言える。このように考えると，、戦後
の日本のように，西欧諸国へのキャッチアップを心掛けた当時は，散発交流
型技術知識吸収行動が中心であったものの， 近年は定着型の研究開発国際
化，その中でも各種の海外研究所を設置するという方策を採用する企業も増
加してきたように思われる。本論は，そのような日本企業における海外研究
所の設置の目的と方法，そしてその背景を解明することをねらいとするもの
である。
2) Ronstadt (1984)は， 7つのアメリカ大企業（エクソン，ェクソン・ケミカル，
IBM, ユニオン・カーバイド化学・プラスチック事業部， CPCィンタナショナル，
オーティス・エレベータ コ ニノク・クフス）の海外研究所の調査を行い，本
国から進出先へ技術移転を行う目的のもの (TransferTechnology Units), 進出
先に固有の技術開発を行うもの (IndigenousTechnology Units), 世界市場を対
象として製品開発を行うためのもの (GlobalTechnology Units), 会社にとって
新規の技術を生み出すことを期待されたもの (CorporateTechnology Units)と
に分類した。その分類は大きく分けて技術移転目的と技術創造目的の2種に分けら
れているが，筆者は，それに加え，技術吸収目的をつけ加えたいのである。
3)未来工学研究所 (1985)においては，国際的研究開発活動を情報交流，委託研究，
共同研究等自社（国内）と海外との交流によるものと，海外に研究開発拠点（研究
所）を設置して行うものとに大きく分類している。筆者の交流型，定着型という分
類は，この分類に示唆を受けて設定したものである。
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Il 海外研究所設置決定に影響を及ぼす要因
1. グローバル化した生産体制
日本企業は，貿易摩擦への対処，比較優位の追求など種々の理由のもと
に，欧米やアジア各国に生産拠点を設け始めてきた。その際，海外生産や海
外販売にあたっては，相手方の国の気侯や法律，使用ニーズなどに合った製
品を作ることが必要とされ，そのための調査・研究が必要になってきている。
たとえば，進出国における製品に対するニーズは，本国とは相当異なったも
のであることがある。製品の使用法・用途も異なるかも知れないし，使われ
る環境も異なる。このように多種多様なニーズについては，実際にそのよう
なニーズに直接触れてみなければ理解できないことも多い。そこで，顧客ニ
ーズを把握する目的をもって研究所を設置する場合も生じてくる。このよう
なグローバル化した生産体制に由来する進出国先ニーズヘの対応が海外研究
所設置を決定づける第 1の要因である。
2. 諸外国との技術水準格差
日本企業と欧米企業の間に，かつて存在した技術水準の格差が消滅してき
たと言われている。確かに， 日本企業による技術輸出額と技術輸入額を産業
毎に比較すると（表 1参照）， 16産業中 7産業で， 技術輸出額が技術輸入額
を上回っている。ただし，それ以外の 9産業では依然として技術輸入額が技
術輸出額を上回っており，非鉄金属，一般機械，電気機械，精密機械では，
技術輸入額は技術輸出額の 2倍を超えている。このことに示されるような諸
外国との技術格差を解消するためにも，日本企業が海外研究所を設置しよう
としていると思われる。
3. 技術変化への対応
技術変化のスビードが加速度的に早くなってきており，それに伴って，科
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表 1 産業別・地域別技術貿易額 （単位：百万円）
~ 産業 輸出額 輸 入 額総額 総 額 Iアメリカ ヨー ロッパから から
食 品 8,044 8,629 2,789 5,836 
繊 維 3,944 4,722 572 4,131 
紙・パルフ゜ 933 464 414 X 
化 足子 27.683 21,036 13,064 7,918 
医 薬 品 24,971 22,514 11,088 11,394 
その他化学 1,726 6,902 6,265 637 
石 油 246 3,300 1. 600 1,699 
ゴ ム 5,093 4,483 1,948 2,534 
窯 業 11,860 3,909 2,686 1,223 
鉄 鋼 9,424 6,489 2,092 4,231 
非鉄金属 7,239 13,890 3,977 9,913 
一般機械 14,364 30,533 20,057 10,379 
電気機械 97,017 159,869 128,543 30,968 
輸送機械 92,014 52,314 39,458 12,735 
精密機械 4,322 11,389 10,699 682 
その他製造 3,890 7,014 4,361 2,551 
（出所）科学技術政策局編「科学技術要覧」平成4年版 (1992)pp. 90-91 
より作成。
学技術知識の陳腐化のスピードも早くなってきている。エレクトロニクス，
バイオテクノロジー，新素材，などの新技術が従来は思いもかけなかった領
域へ適用されたり，複数の技術の融合により新たな技術発展の流れが作り出
されるようになってきている。このような変化に対応する一つの方法として
海外の様々な情報集積地域に研究拠点を置いて，先端技術動向に関する知識
を恒常的に吸収し，自社の商品開発や事業運営に適用しようという動きが生
ずることが考えられる。
4. 世界経済の枠組みの変化
1992年 2月に EC加盟国によるマーストリヒト条約の調印がなされ，欧州
連合創設への一歩が踏み出されたことに見られるように，世界経済の枠組み
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の変化が生じ始めていることも海外研究所設置を増加させる要因の一つであ
る。日本企業は， EC統合を完成させることを通じて世界経済における一大
勢力となろうとしている欧州経済圏での需要開拓をめざして，海外研究所の
設立を推進してきている。ただし，この地域への海外研究所設置のメリット
は，需要面だけにとどまらない。すなわち，この地域での研究者の質がきわ
めて高い。加えて，イギリスやフランス， ドイツなどにおいては，かなり高
度の研究バックグラウンドがあるにもかかわらず，有能な研究者が企業への
就職の場がないまま研究を続けているというケースも多い。彼らに働く場を
提供し，彼らの知識を日本企業に活用しようというねらいをもって，研究所
が設立されているというケースも多いようである。
5. 研究開発活動の特性
各企業の研究開発活動が科学研究におけるプレイクスルーに依存しながら
進められるタイプのものであるか，それとも市場から最新式の部品を調査し
ならがら，生産性や品質を高めて行くことを目指すタイプのものであるかに
よって，研究開発拠点を海外に設置するかどうかの決定が大きく影響を受け
ることになる。科学知識の進展に依存して商品開発を進めていくハイテク産
業においては，海外に研究所を設置することの誘因がより高いものとなると
思われる。
m 研究方法と分析枠組み
1. 調査方法
日本企業の海外研究所設置決定に関わる分析にあたっては，筆者が日本企
業を対象として実施した 2回にわたる質問票調査データを主に用いることに
した。最初の調査は 1985月10月に行った。すなわち日経 NEEDS財務デー
タベースを用いてリストアップした製造業売上高上位500社に技術開発マネ
ジメントに関する質問調査票を発送し，回答を依頼した。その結果160社か
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ら回答を得たが4l, 1985年当時の海外研究所設置状況に関しては，それらの
回答を中心にして分析を行った。また， 1992年2月に，日本企業を対象とし
て， 数年間の変化を調査する目的を持って調査を行った。日経 NEEDS財
務データベースを用いてリストアップした製造業売上高上位500社に対して，
海外研究所についてはより詳細な内容の質問を含んだ質問調査票を発送し
た。具体的には海外研究活動に関する質問として，各社がアメリカ，ョーロ
ッバ，アジアの各地域に海外研究所を何力所保有しているか，その設置の目
的はどのようなものか，また設置にあたって採用した方法はどのようなもの
か，などの質問を含むものであった。その結果， 204社から回答を得た。 1992
年時点の海外研究所設置の現状については，それらの回答を中心にして分析
を行った。
2. 分析枠組み
一般的に言えば，海外研究所の設置目的は，科学技術知識に関する様々な
情報ギャップを解消することにある。前節では，そのような情報ギャップが，
生産体制のグローバル化，諸外国との技術水準格差，技術の変化，世界経済
の枠組みの変化など様々の原因から生じ得ることを示したが，本論文の分析
においては，それらの側面のいくつかを選択的に取り上げて分析を行いた
い。
具体的には，本論文における分析の枠組みとして，海外研究所設置を決定
づける側面に，市場的側面と技術的側面の二側面があるという立場を取る。
前者の市場的側面については，その基盤的な側面としてその企業が直面して
いる市場の競争がどの程度であり，市場地位がどのようなものかという側面
があると考えることにした。そこで， 1992年に実施した質問調査票において
は，各企業の本業についての市場競争の程度を，市場における売り手の状態
が高度に寡占的であるか，非常に多数の売り手がいるかという側面から把握
4)広田 (1986)pp. 26-28参照。
市場競争の程度
科学技術の変化
や進展の影響
諸外国との技術
水準格差
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図1 海外研究所設置に対する分析枠組み
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することにした。それとともに，市場における地位がトップであるか， 2位
であるか， 3位以下であるかも尋ねた。
技術的側面に関しては．科学技術の変化や進展の影響と技術水準格差の影
響を取り上げることにした。前者については， 1992年の質問調査票において
種々の科学技術分野が各企業の事業運営や研究・技術開発活動に対して及ぽ
している影響の程度を尋ねたが，その問いに対する回答データを用いて分析
を行うことにした。回答データを予備的に分析し因子分析を施したところ，
各技術の影響は電子・情報系と新素材系， エネルギー系とに区分できたの
で．このような三つの技術群の影響を論ずることにした。また，諸外国との
技術格差については，前節で述べたデータを活用することにした。各企業が
所属する産業の技術輸入額と技術輸出額との比は，その産業の国際的技術水
準格差を示すものと考えられるが，その比によって示される技術水準格差に
よって各企業の海外研究所設置決定が影響されると考えたのである。
以上のような市場競争的，技術的基礎要因が基盤にあって，各企業が競争
上カギと見なす要因（戦略的競争要因）が決まってきたり，研究開発活動の
性質が決まってきたりすると考えた。まず前者の戦略的競争要因としては，
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品質向上，コストダウン，新製品開発などを考えた。そこで，各企業に対し
て，これらの側面が競争要因としてどの程度重要であるかを尋ねた。それら
の回答をもとに，各企業が競争上重要と見なす要因に関してグループ分けを
行うことにした。その結果，次のようなグループ分けを行った。 (1)「競争不
活発」環境のもとにあり，とりたてて戦略的競争要因が見いだせない企業，
(2)コストダウンが戦略的競争要因である企業， (3)新製品開発が戦略的競争要
因である企業， (4)新製品開発とコストダウンがともに戦略的競争要因である
企業，などであった。このようなグループのうちのどれに属するかによって
海外研究所設立の決定が影響されると考えることにした。
次に，研究開発活動の性質については， 1992年の質問票において一連の質
問を行ったが，その結果に関して，因子分析を行った。その結果をふまえて，
二つの因子を見いだした。第一の因子は，その値が大きいほど科学に依存し
ながら技術開発を行う程度が高いことを意味し，その値が小さいほど供給業
者を活用しながらイノベーションを進めていく程度が高いことを意味するよ
うなものである。第二の因子は，その値が大きいほどシステム研究を志向し，
その値が小さいほど素材研究を志向するというものである。この両者の因子
得点結果を組み合わせて，たとえば第1因子，第2因子得点とも大なる値を
取ったものは科学依存型でシステム研究を志向するもので，システム創造型
と呼ぶことにし，第一因子のみ大なる値を取ったものを素材創造型，二つの
因子とも小さい値を取ったものを素材生産型，第2因子だけ大きい値を取っ
たものをシステム生産型と呼ぶことにした5)。各企業がどの類型に属するか
5)研究開発活動類型は，二つの因子の値の大小の組み合わせによって決定すること
システム研究 システム生産型 Iシステム創造型
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によっても，海外研究所設置の決定が影響されると考えた。
このような戦略的競争要因と研究開発類型は，それぞれ市場競争の程度，
科学技術の変化や進展の影響，諸外国との技術格差の影響を受けて定まると
考え，最終的に，海外研究所の設置の有無は，市場構造の特性，戦略的競争
要因，研究開発活動類型， 諸外国との技術格差によって規定されると考え
た（図 1参照）。
1V 日本企業の海外研究所設置の実態
1. 海外研究所設置の実態
広田 (1986)は，アンケート調査をふまえて1985年当時日本企業が海外研
究所設置に対してどの程度取り組んでいるかを示した6)。 その中でアンケー
ト回答企業 160社の中で海外設置研究所の設置件数を産業別，設置国別に調
査した。その結果，当時既に少数ではあるが， 日本企業が海外に研究所を設
置し始めていことが示された。ただし，その設置先は，いずれの産業につい
てもアメリカに集中していることも分かった。これらの結果は，表2の左半
分によって示されている。
そして前回の調査から 7年後にあたる1992年2月に，筆者は再び日本企業
を対象とする海外研究所の設置の実態を調査したが，その結果が表2の右半
分に示されている。ただし，今回の調査においては，設置地域をアメリカ，
ヨーロッパ，アジアに分割し，各地域への取り組みを尋ねた。その結果，多
くの産業について，また多くの地域について海外研究所を設置している企業
数が増加していることが確認された。これは，フ゜ラザ合意以後の円高基調，
貿易摩擦などで直接海外投資が必要とされ，現地生産を行うようになったと
いう事情によるものと考えられる。しかしながら， 1985年の調査と1992年の
調査とでは，回答企業数が異なり，その構成も異なっているので厳密な形で
6)広田 (1986)pp. 13-15参照。
訊(854)
調査時点 I
第 37巻第 6 号
表2 日本企業の海外研究所
1 9 8 5年 I 1 9 9 2年
産 ＼業 I アメ Iイギ西ド Iベル1台湾 Iアメリカ ヨー ロ Iアジアリカリスイツギー ッパ
食 IJロIJ 3 (4) 0 (0) 2 (4) 
化学工業 3 (5) 1 (4) 2 (5) 
医薬品 1 2 (2) 1 (1) 0 (0) 
非鉄金属 3 (5) 2 (3) 1 (1) 
電気機器 7 (7) 0 (0) 2 (3) 
自動車 1 9 (14) 8 (12) 2 (2) 
精密機器 1 (2) 1 (2) 0 (0) 
ムロ 計 1 1 39 (28) 22 (13) 15 (9) 
表中の数字は，回答企業によって当該地域へ海外研究所を設立した企業の教を示す。
なお（ ）内は，それらの企業によって設立された研究所数を示す。
日本企業による海外研究所の設置の増減を論ずることには問題がないわけで
はないが，一般的な傾向として， 日本企業による海外研究所の設置が増加し
ているということは，示せたと言える。また特に自動車，電気機器産業が海
外研究所を激増させたことが明らかになった。
さらに質問調査票においては，三つの地域毎に，それぞれ何力所研究所を
設立しているかを尋ねた。アメリカ地域について言えば回答企業204社中，
26社が 1カ所設置， 7社が2カ所設置， 3社が3カ所以上設置していること
が分かった。同様な集計をヨーロッバとアジアについても行った。その結果
は表3に示されている。
次に，海外に研究所を設置している企業はどのような特色を持った企業で
あるのか，さらに複数の海外研究所を設置している企業についてはどうかを，
当該企業の雇用する研究者・技術者の人数について調べた。その結果は表4
に示されている。
ここでの結果から，アメリカとヨーロッパに海外研究所を設立している企
日本企業による海外研究所設置（広田）
表3 各地域別研究所数毎の企業数
五 iアメリカ I ヨー ロッパ I 
設置せず 170 186 
1 カ所 26 12 
2 カ所 7 3 
3カ所以上 3 3 
表中の数字は研究所の数を示す。
アジア
194 
7 
1 
2 
表4 各地域別研究所数毎の研究者・技術者数
云 Iアメリカ I ヨー ロッパ I アジア
設置せず 423 (164) 458 (178) 552 (188) 
1 カ所 915 (22) 1, 194 (12) 737 (6) 
2 カ所 2,103 (7) 1, 767 (3) 0 (0) 
3カ所以上 2,042 (3) 3,733 (3) 1,060 (2) 
表中の数字は研究者・技術者の人教を示す。 （ ）内の数字は回答企
業数を示す。
(855)郎
業は，研究者・技術者数が比較的多い企業であると言い得るように思われ
る。すなわち海外研究所を 1カ所設置している企業については，その研究者
・技術者数の平均が 1,000人前後に達している。また 2カ所設置している企
業については，その平均が2,000人前後であることも示されている。ただし
アジア地域への海外研究所設置については，比較的少人数しか研究者・技術
者を雇用していない企業も海外研究所を設置しているようであった。
2. 海外研究所の設置目的
海外研究所を設置した目的については，進出先への技術移転目的，研究・
製造・販売・一貫体制確立目的，進出先の原材料や部品に適合した研究．進
出先のニーズに適合した製品開発，進出先研究者の異なる発想を期待，進出
先の大学・研究集積を活用，世界規模の研究ネットワークの構築，などの項
目を質問票において挙げ．いずれの目的が主たるものであったかを回答して
もらった。その回答の分布は，次図に示すようなものであった。その図から
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?
??????
????
s-
゜技術移転 一貫体制 現地部品現地ニーズ異なる発 研究集積研究ネット目的 確立 適合 適合 想期待 利用 ワーク構築
設置目的
臨アメリカ 臨ョーロッパ ●アジア
図2 海外研究所設置目的（地域別）
見る限り，進出先のニーズに適合した製品開発を行うため海外研究所を設置
するという目的が，アメリカとアジア地域については，一番重要視されてい
ることが分かった。ただし，ョーロッパ地域に関しては，進出先研究者の異
なる発想を期待するという目的が一番重要視されていることも分かった。ま
た進出先への技術移転を目的とする海外研究所設置のケースは日本企業につ
いては非常に少ないことも分かった。さらに世界規模の研究ネットワークを
構築するという目的は，かなり重視されていることが分かった。
3. 海外研究所の設置方法
海外研究所を設置するときに採用した方法については，質問票において以
下のようなリストを示し，それらのうちどの方法を用いたを尋ねた。すなわ
ち，現地工場技術部の昇格，販売事業会社に設置，進出先企業のM&Aによ
り設立， 進出先大学と協力して設立， 研究者を日本から派遣， 進出先で研
究者を採用，というものであった。ただし， 「進出先で研究者を採用するこ
とによって」という方法については，ある意味で当然の方法であるので，ぁ
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表5 各地域毎の研究所設置の方法
竺竺巴I アメリカ 1 ョー ロッパ設置方法
現地工場技術部の昇格
販売事業会社に設置
進出先企業の M&Aにより設立
進出先大学と協力して設立
研究者を日本から派遣
進出先で研究者を採用
アジア
????
ー
??
? ?
??
????
?
表中の数字は企業数を示す。
えて質問票には挙げなかった。それにもかかわらず，回答者が，
した方法として回答してきたので，ここでの分析につけ加えることにしたの
したがって現実には，海外研究所の設立をする場合に，中心的な人
材を進出先で採用するという方法は，この表が示すよりももっと多くの頻度
自社の採用
である。
で用いられた可能性がありうる。
進出先地域毎に見られる特色としては， アメリカやヨーロッパに海外研究
所を設立するに当たっては，進出先の企業のM&Aゃ，進出先大学との提携
が有効な手段として採られているのに対して，アジア地域での海外研究所設
立については， それらの手法は有効と見なされていないことが分かった。全
体を通じて，研究者を日本から派遣するという方法が中心的な方法であるこ
とが示されたと言える。
4. 
次に，
海外研究所設置の目的と方法との関連
これらの海外研究所設置の目的と，設立の方法との間に何らかの関
係があるかどうかを調べてみることにした。
アメリカ地域への設置の場合
アメリカ地域へ海外研究所を設置している企業について，進出先研究者の
異なる発想を期待したり，進出先の大学・研究集積を活用したり，世界規模
の研究ネットワークを構築しようという目的を持っている場合には，進出先
そして進出先での研究者の採用という
(1) 
企業のM&Aや進出先大学との協力，
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表6 海外研究所設置方法と設置目的の関連（アメリカ地域に関して）
海外研究所設置目的 冑晶 且碍
~i 謡且， If ヘの のの
晶= 9塁闘 の ． 海外研究所設置方法 に 雰 悶． 適 ツ
現地工場技術部の昇格 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜販売事業会社に設置 ゜゜ ゜1 ゜゜ ゜進出先企業の M&Aにより設立 1 3 1 3 3 1 2 
進出先大学と協力して設立 ゜゜゜ ゜3 2 2 研究者を日本から派遣 3 7 6 15 1 ， 10 
進出先で研究者を採用 ゜゜1 2 2 2 2 表中の数字は企業数を示す。
方法が多く採用されていることが分かった。一方，研究・製造・販売一貫体
制の確立や進出先の原材料や部品に適合した研究を行うという目的を持って
いる場合には，研究者を日本から派遣するという方法が多く採用されている
ことが分かった。
(2) ヨーロッパ地域への設置の場合
ヨーロッパ地域へ研究所を設置する場合も同様なことが言えるようであ
り，進出先研究者の異なる発想を期待したり，進出先の大学・研究集積を活
用したり，世界規模の研究ネットワークを構築しようという目的を持ってい
る場合には，進出先企業のM&Aや進出先大学との協力，そして進出先での
研究者の採用などが多く採用された方法であることが分かった。また，研究
•製造・販売一貫体制の確立や進出先の原材料や部品に適合した研究を行う
という目的を持っている場合には，研究者を日本から派遣したり，進出先企
業のM&Aなどの方法が多く採用されていた。
(3) アジア地域への設置の場合
アジア地域へ研究所を設置する場合については以上の状況とは少し異な
り，進出先研究者の異なる発想を期待したり，進出先の大学・研究集積を活
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表7 海外研究所設置方法と設置目的の関連（ヨーロッパ地域に関して）
海外研究所設置目的 9晶Ii 如翠翌舅 I 者＂究待期， If ．＾ の のの届I 9塁翡 の ．海外研究所設置方法 に 農 覧． 適 ツ
現地工場技術部の昇格 ゜゜ ゜゜ 2 ゜゜販売事業会社に設置 ゜゜ ゜゜ 2 ゜゜進出先企業の M&Aにより設立 ゜2 ゜2 2 ゜2 進出先大学と協力して設立 ゜゜ ゜゜ 3 2 1 研究者を日本から派遣 2 4 1 7 7 3 5 
進出先で研究者を採用 ゜゜ ゜1 ゜゜ 1 表中の数字は企業数を示す。
表8 海外研究所設置方法と設置目的の関連（アジア地域に関して）
海外研究所設置目的 巳且造翌 I 囀者究期， 且ヘの のの= 晶 ＇塁嬰 の ．海外研究所設置方法 に 農 悶． 適 ツ
現地工場技術部の昇格 ゜1 1 ゜1 ゜゜販売事業会社に設置 ゜゜ 1 2 ゜゜ ゜進出先企業の M&Aにより設立 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜進出先大学と協力して設立 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜研究者を日本から派遣 1 2 2 5 ゜1 2 進出先で研究者を採用 ゜1 1 1 1 ゜1 表中の数字は企業数を示す。
用しようという目的はあまり重視されていなかった。世界規模の研究ネット
ワークを構築しようという動きは少数ではあるが見られたが， その場合に
も，進出先企業のM&Aや進出先大学との協力，によるのではなく，研究者
を日本から派遣する方法が取られていることが分かった。また，研究・製造
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・販売一貫体制の確立や進出先の原材料や部品に適合した研究を行うという
目的を持っている場合に，現地工場技術部の昇格という方法を採用したケー
スも見られた。
v 海外研究所の設置の背景の解明
ここでは，日本企業が以上のような目的のもとに海外研究所を設置するに
至った背景を市場競争的側面および研究開発活動関連側面から検討したい。
1. 市場競争的側面からの考察
企業が直面する市場構造の特性を，売り手の数によって評価してもらうと
同時に，各企業がその市場構造の中でどの程度の競争圧力のもとにいるかを，
その企業の市場地位からとらえることにしたが，この両者の間に系統的な関
係がないかどうかをまず調べることにした。その結果が，表9である。この
表を見ると，回答企業には高度に寡占的な産業に属しているトップ企業が多
い半面，非常に多数の売り手が存在する市場のもとにある 3位以下の企業の
可能性も高いという状況が見いだされた。このことは，高度に寡占的な市場
（たとえば，売り手の数が4社）においてトップ企業である確率と，多数の
売り手が存在する市場においてトップ企業である確率とを単純に比較するな
らば，前者の方が確率は高く，逆に高度に寡占的な市場において 3位以下で
表9 回答企業の市場競争的側面
高度に やや
手”数 叫り手 止売り手寡占的 寡占的
トップ 15 16 I 17 I 8 I 12 
2位 7 17 
I 
15 5 
25 4 
3位以下 4 6 28 10 
表中の数字は，企業数を示す。が=27.670***
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表10 アメリカ地域へ海外研究所を設置している企業の直
面する市場競争的側面
高度に やや
手中の数程売度り 数やり手やの売多
寡占的 寡占的
トップ 8 2 
:~ 2位 1 4 3位以下 ゜ ゜表中の数字は，企業数を示す。が=31.058***
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ある確率は，多数の売り手が存在する市場で 3位以下である確率よりも低い
という関係が一般に成り立つことを反映していると思われる。このような回
答企業サンプルに関する分析をふまえ，アメリカ地域に海外研究所を設置し
ている企業については，その本業の市場構造に何か特色があるか，また当該
企業の市場地位に何か特色があるかを分析することにした。その結果を示し
たものが，表10である。その表によれば，アメリカに海外研究所を設置して
いる企業は，高度に寡占的な市場構造の下にあるトップ企業か，非常に多数
の売り手が競争的に存在している市場構造の下にある 3位以下の企業である
ことが多いことが分かる。高度に寡占的な市場の下にあるトップ企業に関し
て言えば，その企業が持つスラックを有効に活かして新たな展開を図るべく
海外研究所を設置しているといえよう。また，非常に多数の売り手がいる競
争的市場にいて，自らの市場地位が 3位以下の企業がアメリカに海外研究所
を設置しているケースも多く見られたが，これらの企業は，競争優位性を確
保するためにも，海外研究所の設立を決定したものと思われる。
次に，ョーロッパに研究所を設置している企業に関しても，その本業の市
場構造を売り手の数でとらえることにした。それとともに，当該企業の市場
地位にも注目することにした。その結果を示したものが，表11である。ヨー
ロッパに海外研究所を設置している企業についても，高度に寡占的な市場構
造の下にあるトップ企業か，非常に多数の売り手が競争的に存在している市
場構造の下にある 3位以下の企業であることが多いことが，直観的に把握で
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表11 ヨーロッパ地域へ海外研究所を設置している企業の
直面する市場競争的側面
高度に やや 中程度 やや多 非常に
の売り 数の売 多数の
寡占的 寡占的 手数 り手 売り手
トップ
? ? ＿
?
??
?
＿?
? ?
2位
3位以下
? ?? ? ? ?
表中の数字は，企業数を示す。が=16.764*** 
きると思われる。
アジア地域への海外研究所設置については，サンプル数が少ないので確定
的な結論は出せないが，アメリカとヨーロッパに関して成り立った関係と同
様な関係が成り立つと言えそうであった。
以上の市場競争面からの分析をふまえて，海外研究所設置は，激しい競争
市場において競争優位を獲得したいチャレンジャー企業が設置するか，高度
に寡占的な市場においてトップ企業がその地位をより確かなものにしようと
して設置する場合が多いと言えよう。
2. 戦略的要因の規定要因
次に，市場競争的側面からの議論をもう少し進めて，競争における戦略的
要因（戦略的競争要因）が何であるかに依存して，海外研究所が設置される
傾向が高まったりするかどうかの検討を行いたい。ただしこの検討を行う前
の段階として，戦略的競争要因が何によって決まってくるのかの分析が必要
であろう。ちなみに，戦略的競争要因としては，競争不活発のためそれが不
明確なケース，コストダウンのケース，新製品開発のケース，新製品開発と
コストダウンとがともに必要とされるケースを考えていた。これらの戦略的
競争要因の分化が，市場における売り手の数，市場地位，各種技術の影響，
技術貿易比率によって規定されていくと考えて判別分析を行うことにした。
その結果三つの判別関数が見いだされたが，そのうち二つだけに注目するこ
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表12 戦略的競争要因グループに関する判別関数
説 明 変 数 I 判別関教II 判別関報I
売り手の数の多さ 0.22 0.29 
市場地位の低さ 0.38 0.28 
マイクロ・エレクトロニクスの影響 0.54 -0.02 
新素材技術の影響 -0.39 0.91 
エネルギー技術の影響 0.69 0.08 
技術貿易比率 -0.54 -0.04 
表13 戦略的競争要因グループの判別関数平均値
戦略ク的ル競ー争フ要因 判別平均関値数I 判平別均関数値I 
競争不活発 -0. 79 -0. 74 
コストダウン 0.46 -0.11 
新製品開発 -0.51 0.45 
新製品開発とコスト 0.19 0.19 
とにした。その判別関数における各側面に対する係数は表12に示してあるよ
うなものであった。この係数の値から，判別関数Iはマイクロエレクトロニ
クス技術の影響や市場地位が低いことと正の相関を持つようなものであり，
コスト競争を示すような側面であると言える。一方判別関数Iは，新素材技
術にもとづくイノベーションを示すものである。表13で各グループの平均値
素材イノペーション性
新製品開発 新製品開発とコストダウン
不活発 コストダウン
マイクロ
エレクトロニクス
の影響としての
コスト競争
図 3 戦略的競争要因グループ領域図
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が示されており， この値とコンビュータによるプロット図の結果をふまえ
て， 各グループの位置関係を図に概略として配置すると， 図3のようにな
る。マイクロエレクトロニクス技術の進展の影響としてのコスト競争と，素
材イノベーション性とがともに高い場合には，戦略的競争要因が新製品開発
とコストダウンの双方になるということが示された。
3. 研究開発活動類型の規定要因
研究開発活動類型としては，素材生産型，システム生産型，素材創造型，
システム創造型をあげたが，これらの分化が，市場構造，新技術の影響，技
術貿易比率によってどのように影響されるかを判別分析を用いて解明しよう
とした。その結果，研究開発活動類型を区分するものとして，三つの判別関
数が見いだされた。ただし，ここでは二つの判別関数を用いることにした。
その判別関数における各側面に対する係数は表14に示されている。
表14- 研究開発活動類型グループに関する判別分析
説 明 変 数 l 判別関数II 判別関数I
売り手の数の多さ 0.07 -0.13 
市場地位の低さ -0.59 0.56 
マイクロ・エレクトロニクスの影響 -0. 05 0.63 
新素材技術の影響 1.03 -0.17 
エネルギー技術の影響 0.47 0.44 
技術貿易比率 0.23 0.38 
判別関数 Iは，科学技術の影響に関するもので，新素材技術の導入などに
よってイノベーションを志向する側面を示したものであると言える。判別関
数Iは技術開発に関するフォロワー性に関するもので，マイクロエレクトロ
ニクス技術によるコストダウンの影響にも関係するようなものであった。
表15において，各グループの判別関数の平均値を示したが，この値とコン
ピュークによるフ゜ロット図の結果をふまえ，各グループの位置関係を図に概
略として配置すると図 4のようになった。システム創造型は，素材技術の変
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表15 研究開発活動類型グループの判別関数平均値
研究ク開ル発ー類プ型 I 判平別均関数値I 
素材生産 -0.46 
システム生産 -0.40 
素材創造 0.87 
システム創造 0.46 
コスト低減型イノペー ション
フォロワー性
素材生産型 システム創造型
システム生産型 素材創造型
判平別均関数値1I 
0.25 
-0.39 
-0.01 
0.05 
素材技術
の変化
図4 研究開発活動類型グループ領域図
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化とコスト低減型イノベーションの影響がともに大きいような状況に位置す
ることが示された。
4. 戦略的競争要因と研究開発活動類型の組み合わせによる海外研究所の
設置決定
戦略的競争要因と，研究開発活動類型が，ともに素材技術イノベーション
とコスト低減型技術変化を二つの軸として，規定されていくことを見てき
た。このようにして定まった戦略的競争要因と研究開発活動類型が，どの程
度海外研究所の設置決定に影響を与えているかを調査した。その結果が表16
に示されている。
その結果， 研究開発活動類型が素材創造型であるかシステム創造型であ
り，戦略的競争要因が新製品開発であったり，それにコストダウン志向が加
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表16 戦略的競争要因と研究開発活動類型の結果としての海外研究所設置ミ 餓雰腐競争 コスト 新製品 新烹製多品開コス
不活発 ダウン 開発 ウン
素材生産 2 2 2 1 
システム生産 ゜ 2 3 4 素材創造 ゜ 1 6 2 システム創造 ゜ 2 2 5 表中の数字は，企業数を示す。が=13.652
わったりしているような状況のもとで，海外研究所が多く設立されている傾
向があることが分かった。また，研究開発活動類型が素材生産型やシステム
生産型の企業であっても，競争が不活発である場合以外は，海外研究所設立
がなされることもありうることが示された。概して言えば，海外研究所設置
決定に対する研究開発活動類型の影響よりも，戦略的競争要因の影響の方が
強いように思われた。
5. 技術水準格差にもとづく海外研究所設置
アメリカ地域に海外研究所を 1~3カ所保有している企業と，保有してい
ない企業について，その企業に属する産業に関しての技術輸入と技術輸出の
比である技術貿易比率がどのように異なるかを調べてみた。その結果は，表
17に示されている。アメリカに海外研究所を 1カ所か2カ所設置している企
表17 アメリカにおける海外研究所数と技術水準格差との醐係
海外研究所数 総技術輸入／ 繍アメ闘リカ迄から
技術輸出比率
保有せず 1. 58 0.93 
1カ所保有 1.50 1.01 
2カ所保有 1. 57 1. 29 
3カ所以上保有 0.99 0.47 
F 値 I 0.10 I 0.51 
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表18 ヨーロッパにおける海外研究所数と技術水準格差との関係
海外研究所数 総技術輸入／ 術のヨ輸技ー術出ロ輸比ッ入率パ／か技ら
技術輸出比率
保有せず 1. 60 0.64 
1カ所保有 0.84 0.41 
2カ所保有 2.23 0.75 
3カ所以上保有 1. 72 0.22 
F 値 I 1. 18 I 0.65 
業に関して言えば，アメリカからの技術輸入／技術輸出比率がわずかである
が，それ以外の企業よりも高いようであった。
次にヨーロッパ地域に海外研究所を 1~ 3カ所保有している企業と，保有
していない企業について，その企業の属する産業に関しての技術輸入と技術
輸出の比である技術貿易比率がどのように異なるかを調べてみた。その結果
は表18に示されている。ヨーロッパ地域に海外研究所を 1カ所設置している
企業に限って言えば，総技術輸入／技術輸出比率とヨーロッパからの技術輸
入／技術輸出比率とがともに低かった。これは，ョーロッパ地域に多く海外
研究所を設置している自動車関連産業企業の技術貿易比率が低いことが関与
していると思われる。
VI 結び
日本企業が海外研究所をどのような国に設置してきたのか，またどのよう
な要因の影響のもとにその設置の決定を行ってきたのかを論じてきた。その
結果分かったことを確認しておきたい。
まず日本企業による海外研究所設置は着実に増加しており，特に電機機器，
自動車産業で顕著であることが分かった。またその設置目的については，現
地ニーズヘの適合というものが多いと同時に，進出先研究者の異なる発想を
期待したり，進出先の大学・研究集積を活用しようとしたり，世界規模の研
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究ネットワークを構築しようとするものなど，技術創造型のものも増加して
きたことが分かった。その設置の方法については，研究者を日本から派遣す
るという方法が主流であるが，進出先企業のM&A, 進出先の大学と協力し
て設立，進出先で中軸となる研究者を採用するという方法なども見られるよ
うになってきたことが分かった。
また，このような海外研究所を設置するに至った背景の一つに市場競争圧
力があることが分かった。即ち，市場構造が海外研究所設置に与える影響に
ついては，寡占市場のトップ企業か競争市場の 3位以下企業が海外研究所を
多く設置していることが分かった。また，技術格差面からいうと，それほど
明確な関係は明らかに出来なかった。さらに，研究開発類型が素材創造型で
あるかシステム創造型であり，戦略的競争要因が新製品開発であるか新製品
開発とコストダウンの複合である場合に，海外研究所が多く設立されている
ことも分かった。ただし，研究開発類型が素材生産型であるかシステム生産
型である場合でも，戦略的競争要因が新製品開発の場合は，海外研究所が設
置されることもあるというように，どちらかといえば，研究開発活動類型の
影響よりも，戦略的競争要因の影響の方がより強かったように思われる。現
実の企業は，以上で述ぺた諸関係にもとづく影響を考慮しつつ，独自の戦略
構想のもとに海外研究所設置を決定していっているものと思われる。
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